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中国における国際合弁企業のマネジメント
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1．序
　中華人民共和国（以下，中国と略称）は，現在，社会主義市場経済という
きわめて特徴のある実験的な経済体制を志向している。その志向のもとで，
各国企業との国際的な合弁事業の設立も盛んに行われている。合弁事業に
は，日本企業はもちろん韓国，台湾の企業や欧米企業の進出もあり，アジア
の経済地域のなかで重要な意味を持ち始めている。その中でも，日本企業
は，アジア，NIESやASEAN諸国での投資経験をもち，中国進出の動向は国
際的にも注目されている。
　日本企業の中国投資は，1978年の対外開放政策の導入以降，1984年頃から
本格化しはじめた。投資事業の企業形態は，再応企業形態（100％単独出資企
業）も増加しているものの合弁方式が中心である。1988年頃からは，製造業
の合弁で本格的な大型フ．ロジェクトの進出もみられるようになっている。
　国際的な合弁事業を行うことによって，中国側も進出側も人的資源の組織
化についての新たな情報的資源を得ることができる。中国側は，資金，技術
導入，外貨獲得などの面でメリットがあるだけではない。社会主義市場経済
をうまく稼働させるために必要なマネジメントの実践的な側面でのさまざま
な知識・ノウハウを習得することができる。
　進出側の企業も，中国という巨大な市場の確保・拡大と安価な労働力とい
う低コストの経営資源を獲得できるだけではない。異なる社会体制下での事
業運営を経験することによって，人々の協働を高めるようなマネジメントの
あり方について学習し，その知識を蓄積することができる。
　しかし，国際的な合弁では，その設立から事業運営に至るまで，人々の協
働をシステム化するにあたって，一般の企業の場合とは異なったさまざまな
困難のあることも事実である。
　われわれの研究では，中国における国際的な合弁企業をうまくマネジメン
トするための鍵となる基本的な要因を組織論の視点から明らかにしたい。そ
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のための具体的な作業は，次の二つの問いに答えることからはじまると考え
ている。
　（1）合弁企業のマネジメントの論理は，出資比率やパートナーシップのあ
　　り方とどのようにかかわるのか。
　（2）中国でうまくいっている合弁企業は，どのような要因を鍵としてマネ
　　ジメントすることで人々の協働をシステム化しようとしているのか。
　これらの問いに答えることで，組織の活性化のための要因は何か，従業員
の協働を促進するための本質的な要因は何か，どのような論理にもとつくマ
ネジメントのあり方が有効なのか，について研究を深めていく上での有益な
示唆を得ることができるだろう。
　この論文では，まず，国際的な合弁企業の基本的な問題を検討し，中国で
の合弁企業に対するわれわれの分析の視点を明らかにする。次に，中国での
日中合弁企業の面接調査にもとづいて，合弁企業のマネジメントへの影響要
因について，合弁の設立のプロセスに焦点をあてて分析する。
II．国際合弁企業のマネジメントの基本問題
　1．合弁企業のマネジメントと出資比率
　合弁企業は，複数の企業（親会社）の共同出資によって設立され，出資を
行った企業からの出向社員によってマネジメントされている。事業の性質
上，合弁パートナー間の意見の不一致によるコンフリクトが生じやすい。と
くに国際的な合弁では，異なる文化的背景や価値観，理念を持つ人’々が一つ
の組織のなかで協働するため，組織のマネジメントは容易なことではない。
協働をシステム化するにあたって異文化を管理するという問題が生じるから
である。
　それでは，どのようにすればマネジメントの困難さを克服できるのだろう
か。先行研究の標準的な主張は，出資比率にもとつく経営コントロールであ
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る。経営コントロールの問題は，経営主体が複数である．ことに起因し，独資
企業にはない合弁企業特有のジレンマである（1）。この問題を解決するため
に，合弁企業に対する出資比率として，51％以上の持分比率を確保しようと
する企業が多い。自社の出資比率が50％を超えれば合弁パートナーより大き
な発言力をもち，合弁企業の経営権（経営コントロールの権限）を握ること
ができるからである。
　合弁企業の経営コントロールの問題については，対立する二つの主張があ
る。
　一つの主張は，一方のパートナーが支配的なリーダーシップをとって経営
をコントn一ルしたほうがうまくいく，すなわち対等な合弁よりも重要な職
能のコントロールやある種の意思決定は一方に帰属すべきである，という主
張である。
　Killingの調査では，一方のパートナーがドミナントで経営（dominant
parent）を行っている企業のほうが，パートナーが共同で経営（shared
management）を行っている企業よりも企業の業績が良いことが報告されて
いる②。
　Stopford＆Wellsも，ほぼ同様の主張をしている（3＞。彼らの調査によれ
ば，合弁形態によって企業の業績が著しく異なっており，一方のパートナー
が多数株主で支配的な力をもつ合弁形態（dominant型）や独立的な合弁
（independent型）のほうが，対等な所有関係（shared　responsibility型）に
（1）小型モーターで世界市場の60％のシェアを占めているといわれるマブチモーター社
　は，1988年から大連で操業を始めている（万宝至馬達大連有限公社）。マブチ社は合弁
　形態ではなく単独投資（100％外資）を行っている。マブチ社が独資にこだわった理由
　としては，既存の合弁企業を調査して必ずしもうまくいっていない，ことがわかったこ
　と，品質や納期などを厳格に守るためには生産管理の面で経営判断を的確にかつ迅速
　に行うことが重要であること，そして利益分配（中国側の短期的利益志向や商業資本的
　な面を避ける）に関して独資のほうがよいと判断したからである。
　　マブチ社のケースについては，今井［1990］，中江他［1993コなどを参照。
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ある合弁よりも成功確率が高い。
　このような主張の背後には，意思決定者が複数になれば，重要な意思決定
のスピードは遅くなり，適切な経営判断の時期を逃しやすいという現実があ
る。対立が生じた場合は，意思決定そのものができなくなることも考えられ
る。しかし，一方漆支配的なコントP一ルを行えば，それを克服できるとい
うのである。
　もう一つの主張は，一方のパートナーの論理による支配的なコントロール
は，他方のパートナーからの反発を招いてコンフリクトを生むことになるだ
けではなく，結果的には企業業績の悪化につながる，という主張である。
　Harriganは，出資比率が50対50の合弁企業は経営が難しいといわれるが，
むしろそのような対等合弁は望ましいと主張している（4＞。合弁という方式
は，どちらの親会社の希望に逆らっても長く継続できないため，親会社のコ
ンセンサスをとるのに不均衡な持分構造は決して望ましくないからである。
「50対50」の出資比率は合弁精神の象徴であり，合弁企業の活動に対する親
会社の関心とコミットメントを持続させることの保証にもなる。要するに，
両：方のパートナーが合弁企業のマネジメントに同等に関与するほうがうまく
いく，というのである（5）。
（2）Killingの調査では，一方のパートナーがドミナントで経営（dominant　parent）を
　行っている企業（13社）の場合，企業の業績について23％が「満足」（satisfactory），
　54％が「よい」（goQd）と答えている。一方，共同経営（shared　management）を行っ
　ている企業（20社）の場合は，55％の企業が「良くない」（poor）と答えているのに対し
　て，満足（satisfactory）が20％，「良い」（good）が25％に過ぎなかった。また，独立出
　資（independent）のベンチャー企業（4社）の場合は，75％（3社）の企業が「良い」
　（good）と答えている。この結果から，共同経営よりも，一方のパートナーがドミナン
　トで経営を行ったほうが企業の業績は良い，と主張している。
　　Killing［1982］を参照。
（3）　Stopford　＆　Wells　［1972］．
（4）　Harrigan　［1986］．
（5）坂野［1993］．
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　しかしながら，実際の合弁企業の経営状況を詳しくみてみると，どちらの
主張もそれほど決定的ではないと考えられる。まず，合弁パートナーとのコ
ンフリクトを避けるために，最初から一方のパートナー炉ドミナントに合弁
企業をマネジメントしたほうがうまくいくという主張は，きわめて単純な見
解といえるだろう。一：方のパートナーが，それまでの資源蓄積をもとに，特
定の職能全般について支配的にリーダーシップ．をとって意思決定することは
できるかもしれない。しかし，そのことは，事業に関するすべての職能につ
いて人々の協働をうまくシステム化できることを保証するものではない。む
しろ，出資比率にもとつくことが，かえって協働の促進を妨げることもあり
うる。
　これに対して，両方のパートナーの参加的な決定にもとつくマネジメント
のほうがうまくいく，という主張は納得はできる。しかし，両方のパート
ナーが1司等に決定に参加しながら，コンセンサスにもとつくマネジメントを
行うための仕組みや具体的な方法論はどのようなものか，という根本的な問
題がある。自社が持たない経営資源を補うようなパートナー企業と大きなコ
ンフリクトを引き起こさず共同の利益のために互いが協力する，というのが
理想的な合弁のあり方だろう。しかし，そのような協働のためのシステムは
自然に築かれるものではない。
　同じ文化的な背景をもつ人々であっても，一つの組織のなかでうまく協働
をシステム化することは容易なことではない。それが異なる文化的な背景を
もつ人々であれば，その困難さが一層大きくなることは理解できる。合弁企
業を解散に追い込むような尖鋭な対立を引き起こすことなく，良好なパート
ナーシップを発揮するためにはどうすればよいのか。合弁企業をマネジメン
トする上級管理者（総経理，副総経理，部長）にとって，ζの問いに答える
ことが必要となる。
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　2．中国における合弁企業の基本間題
　それでは，協働のシステム化という視点からみた場合，中国における合弁
企業のマネジメントの基本的な問題は何だろうか。
　中国企業管理協会研究部は，30社の合弁企業を面接調査し，合弁形態とそ
れにもとつく運営にかかわる問題を明らかにしている。この研究は，Killing
の分析枠組みをもとにした実証研究である。対象となった30社の形態は，中
国側のドミナント型が10％，共同管理型が90％である（6）。分析の結果をみる
と，共同管理型であっても，必要な機能をパートナー同志で平等に分担して
いるのではない。むしろ，相互補完的な共同管理が行われているのが一般的
といえる。
　中国との合弁では，生産技術などの分野では，外国企業が支配的なリー
ダーシップを発揮できるだろう。しかし，中国人の従業員の人事管理につい
ては，中国側のパートナーでないとうまく管理できないようである。市場経
済の論理のもとで活動を行ってきた企業にとって，長期にわたって異なる論
理で管理されてきた人々をうまく協働へと導くのは，決して容易なことでは
ないからだろう。
　また，行政機関や取引関係企業との交渉についても，中国側のパートナー
の協力を得ないと適切に処理できないことも中国社会のあり方を考えると理
解できる。
　中国では人的関係，政治力が重要といわれ，公式的なルートでは困難な交
渉も，人的ネットワークのような非公式的なルートを通じて解決できる場合
が多いとされる。中国に進出しようとする多くの企業は，市場経済で培った
対外折衝能力を持っていても，そうした人的ネットワークを持っていないた
め実際の問題の解決ができない。中国との合弁によると，そういった一種の
経営資源を獲得することができるのである。
（6）中国企並管理寸か会研究部編［1991コ口
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　このように，中国との合弁では，「関係学」と呼ばれる一種の1コネの力の重
要性を指摘されることが多い（η。公式的な折衝では解決が困難な問題も，個
人的な関係や政治力をもとにした，非公式な折衝で解決できる場合が多いと
されるのである。たしかに，中国において，非公式な折衝が重要な要因の一
つであることは否定できない。しかし，「関係学」というとらえ方だけですべ
て説明できるものではない。また，それ自体が中国だけに固有の基本的な問
題でもない。’
　国際合弁企業で協働をシステム化できるマネジメントを行うことのむずか
しさは，誰もが理解できることである。とりわけ，中国との合弁は，社会主
義市場経済という本質的に矛盾を生み出す二つの要因を内包している体制の
もとで行われる。社会主義と市場経済というそれぞれの要因の固有の論理を
貫けば，合弁企業をうまくマネジメンFすることは，本来的にはきわめてむ
ずかしいはずである。
　今回の調査では，日本企業との合弁でうまくいっているケースのインタ
ビェーを行うことができた。その結果をもとにすると，出資比率の問題，す
なわち意思決定権の配分をどうするかという問題は，中国での国際合弁企業
をうまくマネジメントしていくための本質的な問題ではないようである。
　われわれは，固有の論理から生まれるむずかしさそれ自体をマネジメント
するためのきっかけとすることができるかどうか，が鍵となるのではないか
と考えている。そのためには，合弁で生じる「矛盾」と「信頼」という二つ
の要因の関連をあらためて考える必要がある。この＝：つの要因のとらえ方，
関係のさせ方が，うまくマネジメントするためのより本質的な問題ではない
かと考えられるからである。次に，この問題について考えてみよう。
（7）中国では「関係学」（コネ学）の能力，政治力がないと企業経営がうまくいかないと言
　われるが，外国人はこの種の能力をもっていない。そのため，対外折衝は中国側に一任
　するしかないが，中国側にコネのカがないと合弁企業はうまくいかないとされる。
　　今井［1990］の「北京ワコール服装㈲」，r北京三洋電子㈲」のケースを参照。
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　　皿．合弁企業のマネジメントに対する影響要因
　1．長期間の設立プロセス
　「矛盾」と「信頼」という二つの要因は，合弁企業のマネジメントで無視
できない重要な要因である。しかし，協働をシステム化するためには，二つ
を独立したものととらえるべきではない。むしろ，相互に深く関係をもって
いると考えた方がよいのではないだろうか。問題は，パートナーがそれぞれ
の要因をどうとらえるか，どのように関係させるか，にあるのではないだろ
うか。それは，合弁企業の上級管理者の間にそれぞれの要因のとらえ方や関
係のさせ方の認識を共有できるか，という問題でもある。
　ここでは，日本企業との合弁企業のケースをもとに，二つの要因のかかわ
り方について考えてみよう。
　1989年11月に行われた日中経済協会合作合弁相談所による「対中直接投資
事業に関する実状調査アンケート」（回答企業：156社，回収率：31．5％）を
みると，投資事業の企業形態の問いへの回答：は，合弁109社（86．6％），独資
8社（6．3％），合作7社（5．5％）その他2社（1．6％）となっている。日本
側企業の出資比率および業種は，図1および図2の通りである。
　日本企業の中国に対する投資は，天安門事件の影響で一時減少した時期を
除いて増加している。投資の内容も，繊維や雑貨などの労働集約型産業中心
の投資だけではなく，電機，機械，金属加工などの技術や資本集約型産業へ
の投資も積極的に行われている。
　しかし，多くの企業が中国との合弁事業は，契約交渉に時間がかかりすぎ
るという不満をもっているようである。「対中直接投資事業に関する実状調
査アンケート」では，契約交渉に要した期間は，！年以上と答えた企業が過
半数を占めており，3年以上を要した企業も5％以上みられる（図3）。
　その理由としては，フィージビリティ・スタディ作成が難航したしたこと
や中国側企業の合弁・合作に対する姿勢の問題をあげる企業が多い（図4）。
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　　　　　　図1：日本側企業の出資比率
　　　　　　　　　　　　　　　　25％以下76－99％　　　　　　　　　　　　　　　　　q＊i　（3．i％）2社（1，6％）
　　　　　　　　　100％
　　　　　　　　　　11社
　　　　　　　　　（8．6％）
　　　　　　　　　　　　　　　26e“40％
　　　　　　　　　　　　　　　26社　　　　51　e一　75　0／o
　　　　　　　　　　　　　　　（20．390）　　　　22社
　　　　（17，20／o）
　　　　　　　　　　　　　　　　　41－49％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　18社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14ユ％）
　　　　　　　50％
　　　　　　　　45社（35．1％）
出所：「対中直接投資事業に関する実状調査アンケート」
　　　　　　　　　　図2：業種
　　　　　　　　　　　　　　農・林・漁業3社（2．2％）
　　　　　　　　　　　　　　　　建設業4社（2．9％）
不動産業5社
（3．7％）
卸・小売・飲食店
5社（3，7％〉
運輸・通信6社
　（4．4％）
サービス業
28社
（20．6％）
　　　　　　　　　　　　製造業
　　　　　　　　　　　　85＊±　（62．5％）
出所　　「対中直接投資事業に関する実状調査アンケート」
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　　図3：契約交渉に要した期間
　3年以上　　　　その他1社
7社（5．3％）　　　　　（O．8％）
’2～3年
　　以内
17社（12．9％）
　　　　　　　　　　　　1年以内
　　　　　　　　　　　　54社
　　　　　　　　　　　　（40，9％）
　　1～2年以内
　　53社
　　　（40．1％）
　　　　　　　出所：「対中直接投資事業に関する実状調査アンケート」
　　　　　　　　　　　　　　図4：契約交渉が長期化した理由
　　　　　交渉中に中国の　　　　　　その他
　　　　　　政策に変化　　　　　　　　10社
，本側企業。問題一　・談）（・・9％）塀撫
　海外投資未経験等　　　　g社　　　　　　　　　難航
　　　　　　　　　　　　（7．1％）　　　　　　　　31社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24．4％）
法解釈の違い一中国の
各行政機関間及び日中?
11社
（8，7％）
　　　　　　　　　　　　29社
　　　　　　　　　　　（22．80／o）
中国側企業の合弁・合作
　に対する姿勢の問題
　　出所：「対中直接投資事業に関する実状調査アンケート」
　　　　　　　　　　　　　一277一
中国側主管部門
が複雑で、手続
が煩雑であった
ため　28社
　（22．0％）
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フィージビリティ・スタディ作成が困難であったと答えた企業は，「基礎
データの不足」，「信頼し得るデータの入手困難」などの理由に加えて，「中国
側が国際ビジネス感覚を欠ぐ」，「中国側がフィージビリティ・スタディの重
要性の認識を欠く」，「中国側に経験がなく，日本側が協力して作成した数字
についても理解度が低い」などを理由としてあげている。設立のプロセスに
おいて，事業のとらえ方や進め方の認識の違いにもとつくさまざまな困難が
すでに生じているのである。
　2．「矛盾」の活用
　国際的な合弁企業は，矛盾の発生と切り離すことができない。それぞれの
国の固有の文化の違いは，事業そのものについての考え方やとらえ方，組織
の中での仕事のすすめ方についての矛盾を生み出す。とくに，中国と日本と
は文化的なコンテクストだけではなく，イデオロギーや社会体制が大きく異
なっている。
　劉によれば，中国における日系企業は，長期的な視点にもとつく現地の人
材育成，直接的な人的交流型の技術移転などを重視するだけではなく，経営
理念などの要因を重視するという特質のあることが指摘されている（8）。劉の
主張は，中国に進出している日本企業を合弁形態に限定せずに分析した結果
にもとづいているが，生産技術に加えて組織文化に関する要因が重視されて
いることを指摘している点に注目する必要がある。合弁の当事者同志が，ど
のようなものの見方・考え：方を共有するかを重視していることも示している
からである。
　しかし，合弁パートナーとの間には，「相容れない部分」が存在するのも確
かである。「相容れない部分」とは，文化を背景にした人々の行動パターンや
企業マネジメントのパラダイムの違いなどと考えることができる。その違い
（8）　釜IJ　［1994コ，
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によって，一方のパートナーには相手のパートナーの行動や考え方が納得で
きないものにうつる。つまり，両者間に「矛盾」が存在するのである。この
ような「相容れない部分」すなわち「矛盾」の存在が合弁企業の経営に及ぼ
す影響の大きさは，次のような日中合弁企業に対する日本側の責任者たちの
感想をみればよくあかる（9）。
　「中国での合弁はルールの違うマージャンをやっているようなもの。ガマ
ソ，ガマンが必要。」（北京東急照相図片）
　「日本からの派遣者は『昼行灯』といわれるぐらいの人がよい。すぐ頭に
来る人はダメ。中国に来る前から頭にきている人がいる。」（北京南常肉食機
械）
　「なんのために日本の企業と合弁したかを考えてほしい。日本の企業と合
弁したなら日本側の言い分にももっと耳を傾けるべきである。」（北京ワコー
ル服装）
　矛盾への対応は企業によって異なっている。通常の国際合弁の場合，多く
の企業は，出資比率を高めることで経営権を支配しようとする。それは，合
弁パートナーより大きな発言力をもつことによって，はじめから矛盾の芽を
摘み取ろうとするためであろう。矛盾は企業活動のバランスを乱すもの，と
いう見方である。
　しかし，インタビュー調査の結果，うまくいっている合弁企業には，しば
しば矛盾を「解決されるべき課題」としてではなく，むしろ積極的に生かそ
うとする傾向がみられる。ときには意図的に顕在化させようとさえする。矛
盾をただ単に無くそうとするのではなく，それを解決するプロセスを重視し
ている。そこには，矛盾は避けられないものではあるが，矛盾をうまく活用
（9）今井［1990コを参照。
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することができるのではないか，という考え方があるようである。
　たとえば，われわれがインタビュー調査を行ったある日中合弁企業では，
ものごとを決めるときには，日本人と中国人の両方の従業員が必ず一緒にな
るような仕組みを作っている。そこでは，当然ながら矛盾やそれによるコン
フリクトが生じることもあるに違いない。すんなりと結論が出ることは，む
しろまれであろう。
　あえてこのようなやり方をしている理由について，その企業の総経理（日
本人）は，「矛盾やコンフリクトを表面化・顕在化することによって互いが
学習し，知識を共有できる」と説明している。
　矛盾があれば，人々は知恵を絞り出そうと深く考えたり，努力したり，学
習したりするだろう。むしろ，矛盾のない組織には発展もないといえるかも
しれない（lo）。
　合弁企業の意義は，一般的に自社がもたない経営資源の「相互補完」にあ
ると考えられる。しかしr単なる相互補完に終わらせるのではなく，矛盾を
うまく利用すれば，それぞれのもつ資源自体に相乗効果を生み出すことがで
きるのではないだろうか。そのためにla　・，文化的な異質性，多様性を前提と
して理解し，相互に有益な刺激として生かすことが必要となる。
　類似点があればパートナー間の効率はよくなるが，相違点があれば新しい
視点が生まれる。その意味で類似点も相違点もどちらも同じように重要であ
り，矛盾を生み出すからという理由で相違点を無理に無くそうとしたり，意
識的に目を外らせようとすることはマネジメントによい影響を与えるとはい
えないだろう。そのためには，パートナー間で矛盾を隠そうとするのではな
く，それを顕在化させてはっきりと認識することが必要だろう。
（10）企業の発展と矛盾との関係については，伊丹・加護野［1989コを参照。
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　3．「理解」と「信頼」の違い
　次に，パートナー問の「信頼」の問題を考えてみよう。国際合弁企業と
は，異なる文化的コンテクストをもった人々が協働する組織である。協働の
成果を高めるためには，まず，相手に対する理解を深める必要があると考え
るのが通常の発想である。協働のシステム化には，お互いが共通に理解し合
える部分が必要だからである。合弁の基本的な目的やビジネスの進め方につ
いて一定の合意が得られなければ，合弁は失敗に終わる可能性がある。そも
そも合弁の契約そのものが成立しないかもしれない。
　しかし，文化的コンテクストの異なる人々が，かりに相手の文化に固有な
思考様式，価値観，ものごとの進め方，日常生活の習慣，歴史などについて
の豊富な知識をもっているとしても，簡単には理解し合えるものではない。
それは，「あるものが意味をもつか（あるいはもたないか）どうかは，文化に
よって規定されており，意味のある・なしの評価は，各文化のコンテクスト
に大きく依存している」からである（ll）。異なる文化をもつ人々の間で真の相
互理解が難しいのは，このためである。このような文化的コンテクストの
ギャッフ．を埋めるためには，「信頼」という要因が重要な役割を果たすと考
えられる（12）。
　「信頼」は，すべての取引や経済関係において不可欠な概念とされる。
Arrowも指摘するように，信頼という財は，その構築は容易ではないが一旦
構築できれば安定した関係の維持ができる（13＞。信頼が構築されれば，①不確
実性を縮小させる，②機会主義的行動をなくす，③モニタリング・コストを
（11）　Hall　［1976］．
（12）　「文化的コンテクストのギャップを無くす」とは，両方の異なるコンテクストをまつ
　たく同一のコンテクストに形成しなおすことを意味するものではない。むしろ，異質性
　あるいは多様性を前提にしながら，類似点はさらにのばし，相違点は新しい視点づくり
　のきっかけとして生かすことである。これはカルチュラル・シナジーと呼ばれる。
　　太田［1993コを参照。
（13）Arrow［1974コ．
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下げる，といったようなメリットが得られるからである。また，信頼は，他
の資源（たとえば，パワー源）のように使用することによって枯渇するもの
ではなく，かえって増加するという主張すらある（14＞。
　しかし，信頼という財は，お互いの理解のもとで築けるとはかぎらない。
たとえば，凸版印刷の鈴木会長は，次のように述べている（15＞。
　最近，「国際理解」の重要性が言われていますが，私はあまりこの言葉が好
きではありません。なんだかんだ言っても，やはりそれぞれ永年はぐくんで
きた文化の土壌というものがある。そんな簡単に国際理解なんてできるもの
じゃありません。では，どうしたらいいのか。「信頼」だと思うんです。
　「アンダースタンド・イーチ・アザー」ではなく「トラスト・イーチ・ア
ザー」。あいつはうそをついているのではないかとか，ごまかしているん
じゃないか，といったことを腹に思ったまま仕事をしたって，ろくな仕事は
できない。すべてさらけ出して，信頼して，長く付き合っているうちに，だ
んだん理解が深まってくる。だから国際理解など口先だけで言ってもダメだ
と思うわけです。
　ここでいう信頼は，ただ単に友情や善意に支えられた信頼一般ではない。
パートナー企業の合弁企業に対する基本方針やいままでの取引実績に裏付け
られた信頼を意味する。重要なことは，理解を深めようとすることと信頼す
ることの違いが，国際的な協働を行う上で大きな意味をもつことを指摘して
いる点である。
　文化的コンテクストのギャップが，信頼して協働するプロセスで縮まれ
ば，文化に応じて異なっている知覚形成による認識のずれをかなりの程度修
（14）Gambetta［1988コ．
（15）　『日経ビジネス』，1992．2．17号，5ページ。
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正できる。そうなればパートナー間の理解が深まって効率的なコミュニケー
ションが可能になり，情報の共有化も進むだろう。当然ながらコミュニケー
ション・コストの削減も期待できるし，相手の言動をいちいちチェックしな
くてすむために，モニタリング・コストの低減も可能になる。
　しかし，相手を信頼することは，簡単にできるものではない。パートナー
間でお互いが信頼しようとするには時間と努力を要する。中国での合弁企業
に成功している日本企業が合弁契約の交渉に長い時間をかけている理由も，
実はここにあるといえる。長い交渉というのは，文化的コンテクストの
ギャップをやわらげ，相互信頼のきっかけを築くプロセスなのである。契約
交渉という初期の段階で時間をかけて信頼を構築できるきっかけをつくるこ
とができれば，上級管理者が実際の業務を遂行するプロセスで協働をシステ
ム化しやすくなるだろう。
　われわれは，矛盾を認識して信頼とU，う財を築いたうえで，相互の理解を
求めるというプロセスがきわめて重要であると考えている。今回のインタ
ビュー調査の結果でも，うまくいっている日中合弁企業の中国側の責任者
は，一様に初期段階での厳しい交渉が事業をうまくマネジメントしていく上
での基礎となっていることを指摘している（16）。
（16）インタビュー調査は，1993年12月と1994年10月目北京市と天津市で実施した。インタ
　ビューに協力していただいた北京市人民政府電子工業亦公室の張主任，北京・松下彩
　色並象管有限公司の蜷川総経理，馬秘書室室長，北京奔馳村杉有限公司の邪総経理，北
　八高港物YILI友展有限公司の昊副総経理，北京稜展大厘有限公司の於島総経理，中國外商
　投資企業協朗吟研部の張副主任，北京建材庚量管理切・会の王理事，中国企tu管理t，h、
　会・中国一欧州管理中心の山院研究員，天津雅馬吟寒雨蓬髪有限公司の飯島董事・総
　経理，中潜天津本田摩托有限公司の白都董事：・製造部部長，天馬川西機製造有限公司の
　井上副総経理といった方々に深く感謝したい。
　　なお，合弁企業の成功を計る尺度は一様ではない。財務成果（会計上の尺度），つまり
　利益の有無で判断すべきだと主張する研究がある一方，経営老の主観的評価や満足度，
　親会社の期待を満たす能力などの非財務成果を強調する研究もある。この研究では，財
　務的に利益が出ている場合と経営者が合弁企業がうまくいっていると評価している場
　合のいずれも成功しているとみなすことにしている。
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　「日本企業との合弁は，最初に非常に細かいところまで詰めるので，本当
に時間がかかる。その過程で考え方の違いを感じたり，対立することも数多
くある。そのときには，非常にいやな思いもする。しかし，その交渉があっ
たからうまくいっていると思っている。」
　「香港などの企業との合弁では，たいていの場合，あまり最初に細かな問
題について交渉しない。それだけ合弁を早く立ちあげることができて効率的
に思えるが，実際の運営上で大きな問題が生じて合弁そのものが破綻するこ
とが多い。1
　うまくいっている日中合弁企業の特徴は，開始時に長い交渉プロセスを経
て合弁企業を立ちあげていることである。そのプロセスでは，徹底的に議論
してコンフリクトを増大させておくことが鍵となる。それが，合弁を立ちあ
げた後，日本側と中国側の上級管理者間での信頼を生み出すきっかけとな
る。結局のところ，当事者が矛盾を忌避して安易な協調を志向するよりは，
矛盾を顕在化させてコンフリクトを増大させる方が，うまくいく確率が高く
なるようである。
　こうして考えてみると，矛盾があることによって引き起こされるコンフリ
クトは，決して「協調の相対的な不在」をさす概念ではないことがわかる。
つまり，矛盾を無くしてコンフリクトを抑えれば協調が自然に生み出され
る，というようなものではないのである。
　コンフリクトは，場合によっては相互の理解を深める機会を提供してくれ
ることがある。意識的にコンフリクトを避けようとすれば，かえってより大
きなコンフリクトを招くことになるかもしれない。むしろ，コンフリクトを
上回るような協調を常に生み出し，それを維持・拡大していくためには矛盾
をポジティブにとらえる必要がある。それが，相手を信頼しようとするきっ
かけとなるのかもしれない。
　常識的には，矛盾の存在は，信頼の構築の阻害要因になると考えられる。
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しかし，信頼を築くきっかけは，矛盾の活用によって生み出されるのであ
る。
　　］V．結びにかえて
　この論文では，国際的な合弁企業の基本的な問題を検討し，中国における
マネジメントの鍵となる要因について分析した。その結果，次のような：示唆
を得ることができた。
　（1）出資比率の違いは，合弁企業をうまくマネジメントするための本質的
　　な問題ではない。
　（2）合弁企業のパートナー間には，根本的な矛盾が存在することは避けら
　　れない。その矛盾は，意識的に顕在化させて，はっきりと認識すること
　　が重要である。
　（3）矛盾は，その活用によって合弁企業にとって不可欠な信頼を築くきっ
　　かけをつくることができる。異なる文化的なコンテクストをもつパート
　　ナー間では，信頼して協働するプロセスで相互の理解を深めることがで
　　きる。
　（4）合弁企業をうまく立ち上げるためには，事業の開始時に徹底的に議論
　　して矛盾をはっきりと認識し，コンフリクトを増大させておく方がよ
　　い。矛盾の顕在化と信頼の構築は，トレード・オフ関係にあるものでは
　　ない。少なくとも．ヒ級管理者の間では，その認識を共有しておく必要が
　　ある。
　ここで得られた示唆をより深めるためには，より一層の事例の蓄積が必要
であるとともに，韓国企業や台湾企業などの中国における他の国々の合弁企
業との比較も必要である。
　合弁企業そのものは，期限のある企業形態である。しかし，中国における
合弁企業は，その限られた期間の中で，社会主義市場経済という制度にさま
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ざまな側面でインパクトを与えることは間違いない。社会主義市場経済とい
う制度そのものは，本来的に矛盾を内包している。中国での合弁事業がこの
制度のもとで行われるかぎり，矛盾を内包することから逃れることはできな
い。そうであるならば，国際的な合弁企業がいかにその矛盾を活用するか，
は中国の経済体制の移行プロセスのあり方に大きく影響するのではないだろ
うか。その意味では，合弁企業という形態は，中国における変革のプPセス
でどのような「宿命」をもった企業形態なのか，を視野にいれておくことが
重要だろう。
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